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2008年10月13日から10月31日の約３週間, スイス・ジュネーヴの国連欧
州本部において, 市民的及び政治的権利に関する国際規約（International
Covenant on Civil and Political Rights. 以下「自由権規約」と略す｡）の監
視機関である人権委員会 (Human Rights Committee) 第94会期が開催さ
れた。今期, 委員会は第５回日本政府報告 (CCPR / C / JPN / 5) を10月15
日水曜日午後および翌16日木曜日午前中に検討した。当日の会議要点をま
とめた国連側の記録 (Summary Records, CCPR / C / SR.25742575) と議
事日程を記した国連文書 (Provisional Agenda and Annotation, CCPR /C / 94 /











































CCPR第94会期ではニカラグア, モナコ, デンマーク, スペインも政府
(桃山法学 第13号 ’09)42
報告が検討されたが, 議事を傍聴した NGOの数は日本とスペインが抜き







委員会の最終見解 (concluding observations) を取り上げた。その理由は,
自由権規約委員会からの指摘が, 国連女性差別撤廃条約の監視機関である

































(CCPR / C / JPN / CO / 5, 30 October 2008, para. 6.) と勧告した。個別の






























































第２条第１項 この規約の締約国は, その領域内にあり, かつ, その管
轄下にあるすべての個人に対し, 人種, 皮膚の色, 性, 言語, 宗教, 政治
(桃山法学 第13号 ’09)46








International Covenant on Civil and Political Rights
Article 2
1 . Each State Party to the present Covenant undertakes to respect and to
ensure to all individuals within its territory and subject to its jurisdiction the
rights recognized in the present Covenant, without distinction of any kind,
such as race, colour, sex, language, religion, political or other opinion, na-
tional or social origin, property, birth or other status.
Article 3
The State Parties to the present Covenant undertake to ensure the equal
right of men and women to the enjoyment of all civil and political rights set































































































































































































































































理基本調査｣：全国の約10,000事業所対象) によると, 出産者 (女性) に






































これを受け, 主務官庁である内閣府, 警察庁, 法務省及び厚生労働省
が, 関係行政機関である総務省, 文部科学省及び国土交通省と協議しつ
(桃山法学 第13号 ’09)58











令には, 加害者に対し, ６か月間, 被害者の身辺につきまとうことなど























































































































































































































































































ような施策がとられているか。例えば, 女性の容疑者, 勾留者, 受刑者に
は女性職員が同行しなくてはならないとする規則を厳格に適用すること,








































































づけられている警察学校での研修や, 犯罪捜査, 留置業務, 被害者対策等
に従事する警察職員に対する各種の専門的な研修等において, 被疑者, 被
留置者, 被害者等の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知
識, 技能等を習得させるための教育を行っており, その中で, 女性被疑者,
女性被留置者への適切な対応や女性に対する暴力の被害者への保護, 支援
等に関する教育も行っている。















































は (1) 被害者への接近禁止命令, (2) 被害者への電話等禁止命令（電子
メールを含む), (3) 被害者の子への接近禁止命令, (4) 被害者の親族等













































































































































































が成立し, 2008年４月に施行され, (1) 児童の安全確認等のための立入調


















































母が婚姻したことによって, 通常は, 日本国民の家族関係に包摂され, 我
が国との密接な結合関係が明らかになったと考えられたことによるもので
ある。



































































































































































































回会合 (CCPR / SR / 17141717) において日本政府の第４回報告 (CCPR /
C / 115 / Add. 3 and Corr. 1) を検討し, 1998年11月５日に開催された第




















４. 委員会は, 男女共同参画社会の実現のための施策を調査し, 発展させ
る目的で男女共同参画推進本部の内閣レヴェルでの設置及び男女共同参
画2000年プランの採択を満足をもって留意する。委員会は, 法務省の人












する懸念を再度表明する。この概念は, 曖昧, 無制限で, 規約上可能な
範囲を超えた制限を可能とし得る。前回の見解に引き続いて, 委員会は,
再度, 締約国に対し, 国内法を規約に合致させるよう強く勧告する。



























14. 委員会は, 土地への権利の不認定と同様に, 言語及び高等教育に関す
るアイヌ先住マイノリティ（Ainu indigenous minority）の人々に対する
差別について懸念を有する。


























19. 委員会は, 収容の厳しい条件, 手錠の使用及び隔離室での収容を含む,
出入国管理手続中に収容されている者に対する暴力及びセクシュアル・
ハラスメントに関する申立てについて懸念を有する。入国者収容所の被













21. 委員会は, 死刑確定者の拘禁状態について, 引き続き深刻な懸念を有
する。特に, 委員会は, 面会及び通信の不当な制限並びに死刑確定者の
家族及び弁護士に執行の通知を行わないことは, 規約に適合しないと認
める。委員会は, 死刑確定者の拘禁状態が, 規約第７条, 第10条１に従
い, 人道的なものとされることを勧告する。
22. 委員会は, 起訴前勾留は, 警察の管理下で23日間もの長期間にわたり







委員会は, 日本の起訴前勾留制度が, 規約第９条, 第10条及び第14条の
規定に従い, 速やかに改革がされるべきことを, 強く勧告する。





























り, これらは, 規約第２条３, 第７条及び第10条との適合性に重大な
疑問を提起するものである。特に, 委員会は, 次の諸点に懸念を有する。
































31. 委員会は, 障害を持つ女性の強制不妊の廃止を認識する一方, 法律が
強制不妊の対象となった人達の補償を受ける権利を規定していないこと
を遺憾に思い, 必要な法的措置がとられることを勧告する。













34. 委員会は, これらの最終見解の履行に際しては, 締約国が NGOを含
むすべての国内の関心を有する関係者との対話の中でこれを行うことを
期待する。委員会は, 締約国に対し, その報告及びこれらの最終見解を
広く配布することを確保することを要請する。
35. 委員会は, 日本の第５回報告の提出日を2002年10月に指定する。
（訳注：訳文中の「締約国」は, 日本を指す｡）
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